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１ はじめに

踏切道改良促進法（昭和 36 年法律第 195 号）は、踏切道の改良を促進することにより、交通事故の防
止と交通の円滑化に寄与することを目的として、昭和 36 年に公布、施行されております。
今回、改良すべき踏切道を国土交通大臣が指定できる期間の延長及び指定された踏切道の改良に関する
手続等の見直しを内容とした踏切道改良促進法の一部を改正する法律（平成23年法律第6号。以下「改正法」
という。）が本年 3月 31 日に成立し、同日に公布されました。ここでは、改正法の成立の背景、その内容
について紹介します。なお、本改正については、4月 1日から施行されています。

2 踏切道を取り巻く現状

踏切道の箇所数は、踏切道改良促進法制定時（昭和 36 年）には 70,000 箇所を超えていましたが、踏切
道の立体交差化、統廃合等により、平成 21 年度末時点では約 34,000 箇所に減少しており、第 3種、第 4
種踏切も保安設備の整備もあったことで着実に減少しております（図 1）。
また、踏切事故及びこれに伴う死傷者数は、踏切事故防止対策の推進により長期的には減少傾向にあり
ますが、平成 21 年度においてもなお、踏切事故件数は鉄道運転事故 852 件の約 4割の 356 件を占め、そ
の死傷者数も 276 人（死亡者 126 人、負傷者 150 人）を数えています（図 2）。
さらに、踏切の遮断時間が特に長い、いわゆる「開かずの踏切」（ピーク時一時間当たりの遮断時間が
40 分以上の踏切）などでは、踏切利用者のイライラ感による無理な横断や踏切通過時における自動車と
歩行者の輻輳等がみられるところであり、その安全性の向上に向けた対策が急務となっているところです。
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図１　踏切箇所数の推移
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図２　踏切事故の件数及び死傷者数の推移

3 踏切道改良促進法の一部改正について

近年における踏切事故の発生状況等に鑑み、交通事故の防止や交通の円滑化に寄与するため、引き続き
平成 23 年度以降の五箇年間においても踏切道の改良を促進するための措置を講ずるとともに、地域の実
情に応じた踏切道の改良を促進するため、国土交通大臣による指定を受けた踏切道の改良に関する手続き
を見直すなど、所要の改正を行いました。
具体的な改正の内容は以下の通りです。

（1） 指定期間の延長（法第 3条関係）

踏切道における交通事故の防止や交通の円滑化を引き続き促進するため、国土交通大臣は、平成 23 年
度以降の五箇年間（以下「指定期間」という。）において改良することが必要と認められる踏切道について、
指定するものとしました。
改正前の踏切道改良促進法では、「平成 18 年度以降の五箇年間」において改良することが必要と認めら
れる踏切道について、国土交通大臣は、その改良の方法を定めて指定するものとされており、当該指定が
なされると、指定された踏切道に係る鉄道事業者及び道路管理者は、当該踏切道の改良を実施しなければ
ならないこととされていました。
今回の法改正により、「平成 23 年度以降の五箇年間」において改良することが必要と認められる踏切道
についても国土交通大臣が指定することが可能となり、指定された踏切道に係る鉄道事業者及び道路管理
者には、当該踏切道の改良の実施の義務が生じることとなります。

（2） 地域の実情に応じた柔軟な改良の実施（法第 4条、第 5条及び第 9条関係）

地域の実情に応じた踏切道の改良を促進するため、立体交差化、構造の改良又は歩行者等立体横断施設
の整備（以下、「立体交差化等」という。）に係る指定を受けた踏切道の改良に関する手続について見直す
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こととしました。（保安設備の整備に係る指定を受けた踏切道の改良に関する手続については、変更はあ
りません。）

1 ）立体交差化計画等の作成の任意化

踏切道の改良に係る計画のうち、立体交差化計画、構造改良計画及び歩行者等立体横断施設整備計
画（以下「立体交差化計画等」という。）であって鉄道事業者及び道路管理者（国土交通大臣が道路
管理者である場合を除く。以下同じ。）が作成するものについて、作成義務を廃止し、任意の作成及
び提出とすることとしました。（法第 4条第 1項関係）
これは、これまでに指定した踏切道の改良が着実に実施されている現状に鑑み、地域の実情に応じ
た柔軟な踏切道の改良の実施を可能とするため、改良の完了時期が指定期間を超える場合や、鉄道事
業者と道路管理者間の協議が整わず国土交通大臣が裁定を行う場合を除き、指定したすべての踏切道
についての計画作成、提出までは不要と判断しているためです。但し、一度国土交通大臣に提出され
た立体交差化計画等を変更する場合は、変更した計画を改めて提出する必要があります。（法第 4条
第 11 項関係）
これにより、工事内容などが概ね合意済みの箇所については、法に基づく立体交差化計画等の作成・
提出を経ずに早期に事業着手することが可能となることや、指定期間内における立体交差化計画等の
変更手続きが不要となり柔軟な対応が可能となることなどを見込んでいます。
加えて、立体交差化計画等の作成・提出を任意とすることに伴い、改正前は、鉄道事業者と道路管
理者の協議が成立しないときに限られていた国土交通大臣による裁定制度について、鉄道事業者、道
路管理者の一方が計画作成の協議に応じない場合にも適用し、裁定を申請することができることとし
ました。（法第 4条第 3項関係）また、連続立体交差事業の工事を行う立体交差化工事施行者に対す
る無利子貸付の対象は、国土交通大臣に提出された立体交差化計画（又は国土交通大臣が作成した立
体交差化計画）に係る踏切道の改良の工事に限定することとしました。（法第 9条第 1項関係）

2 ）改良の実施義務

鉄道事業者及び道路管理者は、指定の際に定められた改良の方法により、①立体交差化計画等を国
土交通大臣に提出しない場合は指定期間において、②立体交差化計画等を国土交通大臣に提出した場
合（又は、国土交通大臣が道路管理者である場合に国土交通大臣により改良計画が作成された場合）
は当該計画に従い、当該踏切道の改良を実施しなければならないこととしました。（法第 5条第 1項・
第 2項関係）
これは、これまで義務を課していた立体交差化計画等の作成・提出を任意化することに伴い、指定
された踏切道の改良義務についてあらためて明確化したものです。
今般、立体交差化計画等の作成・提出の義務付けを廃止することとすると、従来のように指定期間
において改良することを原則としつつ、指定期間において改良できない場合を立体交差化計画等によ
りチェックするという手段が無くなることとなるため、立体交差化計画等が作成・提出されない場合
においては、指定期間において改良を実施することを義務付けることとしました。
一方、上記のように具体的な計画の作成段階で指定期間内に改良を実施できないこととなる場合も
考えられるため、立体交差化計画等を作成し、国土交通大臣に提出した場合においては、従前通り、
当該立体交差化計画等に従い改良することを義務付けることとしました。また、国土交通大臣は、必
要に応じて法に基づく進捗状況等の報告徴収を行い、正当な理由がなく改良が実施されていない場合
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には期限を定めて改良すべきことの勧告を行うこととなります。
なお、立体交差化計画等を提出していない場合において、指定期間内の改良の完了が見込まれない
事態となったときには、当該理由及び完了予定時期等を記載した立体交差化計画等の提出が必要とな
るため、完了時期が指定期間を超過する可能性があるときは、あらかじめ立体交差化計画等を作成し、
提出することが望まれます。

3 ）実施期間の特例措置

立体交差化計画等においては、指定期間において踏切道を改良することができない特別の事情があ
る場合に限り、指定期間を経過した後に当該踏切道を改良することを内容とすることができることと
しました。（法第 4条第 2項関係）
これは、立体交差化計画等を提出した場合に、指定期間を経過した後に改良することができる場合
を明らかにするものです。特別の事情としては、連続立体交差事業等の大規模な事業となる場合、ま
ちづくりの要請等から区画整理事業などの面的事業等を伴う場合、用地買収等にあたり地元住民との
合意形成に長期間を要する場合等が想定されます。
なお、指定期間内の後期に指定する箇所では、上記等の事情によらなくともその改良の完了時期が
指定期間を超えることも想定されますが、その場合は必要な計画工程を記載し、指定期間内に改良を
完了することが困難であることを示すことも想定されます。

4 おわりに

踏切道改良促進法は、踏切道の改良を促進することにより、交通事故の防止と交通の円滑化に寄与する
ことを目的として、昭和 36 年に公布、施行されて以来、5年ごとに法による措置を講ずる期間を延長さ
れており、今回の改正が 10 回目の延長になります。
今回の改正を踏まえ、地域の実情に応じた踏切道の改良が適切、確実に促進されますよう、鉄道事業や
道路管理に携わる方々、国民の皆様のご理解・ご協力をお願いいたします。
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（踏切道の改良を促進することにより、交通事故の防止及び交通の円滑化に寄与）

改良計画の作成【義務】

①立体交差化計画

②構造改良計画

③歩行者等立体横断施設整備計画

道路管理者と鉄道事業者が
協議して作成

→協議が成立しない場合には、
国土交通大臣による裁定

④保安設備整備計画

鉄道事業者が作成

踏切道の改良を引き続き強力に促進す
るため、指定期間を平成23年度以降の５
箇年間に延長

改良すべき踏切道を指定
[国土交通大臣]

改良計画に従い、
踏切道の改良を実施【義務】

○ 踏切道の改良を引き続き強力に促進するため、改良すべき踏切道を
国土交通大臣が指定できる期間を平成２３年度以降の５箇年間に延長

○ 地域の実情に応じた踏切道の改良を促進するため、指定された踏切
道の改良に関する手続等を見直し

【改正の主な内容】【現行法による改良の流れ】

改良計画を提出していない場合は、
指定期間において踏切道を改良【義務】

改良計画を提出している場合は、
改良計画に従い踏切道を改良【義務】

指定期間は平成22年度末まで
【日切れ扱い】

指定を受けた踏切道について、地域
の実情に応じた柔軟な改良の実施を
促進する観点から、①から③の改良
計画の作成義務を廃止し、任意化

任意化に伴い、一方が計画作成の
協議に応じない場合にも裁定を適用

指定期間の延長

地域の実情に応じた柔軟な改良の実施

報告徴収・勧告制度

まちづくり事業との連携等により指定
期間において改良することができな
い場合に対応するため、
①から③の改良計画において実施
期間の特例措置を創設

改良計画の作成の任意化

実施期間の特例措置

改良の実施義務

特定連続立体交差化工事に係る無利子貸付
平成23年度概算要求：30百万円【予算関係】

保安設備計画の実施に要する費用の補助
平成23年度概算要求：191百万円【予算関係】

図 3　踏切道改良促進法の改正概要（平成 23年 4月 1日施行）
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○　踏切道改良促進法（昭和三十六年法律第百九十五号）（本則関係）  （傍線部分は改正部分）

改　　正　　案 現　　　　　　行

（指定）
第三条　国土交通大臣は、踏切道における交通量、踏切事故
の発生状況その他の事情を考慮して国土交通省令で定める
基準に該当する踏切道のうち、平成二十三年度以降の五箇
年間において立体交差化、構造の改良（踏切道に接続する
鉄道又は道路の構造の改良を含む。以下同じ。）、歩行者等
立体横断施設（横断歩道橋その他の歩行者又は自転車が安
全かつ円滑に鉄道を横断するための立体的な施設であつて
国土交通省令で定めるものをいう。以下同じ。）の整備又は
保安設備の整備により改良することが必要と認められるも
のについて、その改良の方法を定めて、指定するものとする。
２　都道府県知事は、当該都道府県の区域内に存する踏切道
であつて前項の国土交通省令で定める基準に該当するもの
のうち、平成二十三年度以降の五箇年間において立体交差
化、構造の改良、歩行者等立体横断施設の整備又は保安設
備の整備により改良することが必要と認められる踏切道に
ついて、その改良の方法を示して、同項の規定による指定
をすべき旨を国土交通大臣に申し出ることができる。
３　都道府県知事は、前項の規定により第一項の規定による
指定をすべき旨の申出をしようとするときは、あらかじめ、
立体交差化、構造の改良又は歩行者等立体横断施設の整備
（以下「立体交差化等」という。）に係るものにあつては当
該指定に係る鉄道事業者（軌道経営者を含む。以下同じ。）、
道路管理者（前条に規定する道路の管理者をいう。以下同
じ。）及び関係市町村長の、保安設備の整備に係るものにあ
つては当該指定に係る鉄道事業者及び関係市町村長の意見
を聴かなければならない。
４　国土交通大臣は、第一項の規定による指定をしたときは、
立体交差化等に係るものにあつては当該指定に係る鉄道事
業者及び道路管理者並びに第二項の規定による都道府県知
事の申出があつた場合においては当該都道府県知事に対し、
保安設備の整備に係るものにあつては当該指定に係る鉄道
事業者及び同項の規定による都道府県知事の申出があつた
場合においては当該都道府県知事に対し、その旨を通知す
るとともに、告示しなければならない。

５　（略）

（指定）
第三条　国土交通大臣は、踏切道における交通量、踏切事故
の発生状況その他の事情を考慮して国土交通省令で定める
基準に該当する踏切道のうち、平成十八年度以降の五箇年
間において立体交差化、構造の改良（踏切道に接続する鉄
道又は道路の構造の改良を含む。以下同じ。）、歩行者等立
体横断施設（横断歩道橋その他の歩行者又は自転車が安全
かつ円滑に鉄道を横断するための立体的な施設であつて国
土交通省令で定めるものをいう。以下同じ。）の整備又は保
安設備の整備により改良することが必要と認められるもの
について、その改良の方法を定めて、指定するものとする。
２　都道府県知事は、当該都道府県の区域内に存する踏切道
であつて前項の国土交通省令で定める基準に該当するもの
のうち、平成十八年度以降の五箇年間において立体交差化、
構造の改良、歩行者等立体横断施設の整備又は保安設備の
整備により改良することが必要と認められる踏切道につい
て、その改良の方法を示して、同項の規定による指定をす
べき旨を国土交通大臣に申し出ることができる。
３　都道府県知事は、前項の規定により第一項の規定による
指定をすべき旨の申出をしようとするときは、あらかじめ、
立体交差化、構造の改良又は歩行者等立体横断施設の整備
に係るものにあつては当該指定に係る鉄道事業者（軌道経
営者を含む。以下同じ。）、道路管理者（前条に規定する道
路の管理者をいう。以下同じ。）及び関係市町村長の、保安
設備の整備に係るものにあつては当該指定に係る鉄道事業
者及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。

４　国土交通大臣は、第一項の規定による指定をしたときは、
立体交差化、構造の改良又は歩行者等立体横断施設の整備
に係るものにあつては当該指定に係る鉄道事業者及び道路
管理者並びに第二項の規定による都道府県知事の申出があ
つた場合においては当該都道府県知事に対し、保安設備の
整備に係るものにあつては当該指定に係る鉄道事業者及び
同項の規定による都道府県知事の申出があつた場合におい
ては当該都道府県知事に対し、その旨を通知するとともに、
告示しなければならない。
５　（略）

（立体交差化計画等及び保安設備整備計画） 
第四条　鉄道事業者及び道路管理者は、前条第一項の規定に
よる指定であつて立体交差化等に係るもの（鉄道と国土交
通大臣が道路管理者である道路とが交差している場合にお
ける踏切道についての指定を除く。）があつたときは、国土
交通省令で定めるところにより、協議により当該踏切道に
ついて立体交差化計画、構造改良計画又は歩行者等立体横
断施設整備計画（以下「立体交差化計画等」という。）を作
成して、国土交通大臣に提出することができる。

２　鉄道事業者及び道路管理者は、前項の規定により立体交
差化計画等を作成するときは、前条第一項に規定する期間
において当該踏切道を改良することができない特別の事情
がある場合に限り、同項の期間を経過した後に当該踏切道
を改良することをその内容とすることができる。

（立体交差化計画等）
第四条　鉄道事業者及び道路管理者は、前条第一項の規定に
よる指定であつて立体交差化、構造の改良又は歩行者等立
体横断施設の整備に係るもの（鉄道と国土交通大臣が道路
管理者である道路とが交差している場合における踏切道に
ついての指定を除く。）があつたときは、国土交通大臣の指
定する期日までに、国土交通省令で定めるところにより、
協議により当該踏切道について立体交差化計画、構造改良
計画又は歩行者等立体横断施設整備計画を作成して、国土
交通大臣に提出しなければならない。これを変更する場合
も、同様とする。
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３　第一項の協議が成立せず、又は協議をすることができな
いときは、当該鉄道事業者又は道路管理者は、国土交通大
臣に裁定を申請することができる。

４　（略）
５　第三項の規定により国土交通大臣が裁定をした場合にお
いては、第一項の規定の適用については、当該鉄道事業者
と道路管理者との協議が成立したものとみなす。
６　国土交通大臣は、前条第一項の規定による指定であつて
立体交差化等に係るもののうち、鉄道と国土交通大臣が道
路管理者である道路とが交差している場合における踏切道
についての指定をしたときは、当該踏切道について立体交
差化計画等を作成するものとする。

７　国土交通大臣は、前項の規定により立体交差化計画等を
作成しようとする場合においては、あらかじめ、当該踏切
道に係る鉄道事業者の意見を聴かなければならない。ただ
し、国土交通大臣が同項の規定により立体交差化計画等を
作成する前に、当該鉄道事業者と国土交通大臣との間に立
体交差化計画等の作成について協議が成立したときは、こ
の限りでない。
８　国土交通大臣は、第六項の規定により立体交差化計画等
を作成するときは、前条第一項に規定する期間において当
該踏切道を改良することができない特別の事情がある場合
に限り、同項の期間を経過した後に当該踏切道を改良する
ことをその内容とすることができる。
９　国土交通大臣は、第六項の規定により立体交差化計画等
を作成するときは、鉄道の整備及び安全の確保並びに鉄道
の事業の発達、改善及び調整に特に配慮しなければならな
い。
10　第一項の規定による国土交通大臣への立体交差化計画等
の提出（鉄道事業者及び都道府県又は道路法第七条第三項
に規定する指定市である道路管理者が行うものを除く。）は、
政令で定めるところにより、都道府県知事を経由して行わ
なければならない。

11　第一項から第五項まで及び前項の規定は第一項の規定に
より提出された立体交差化計画等の変更について、第七項
から第九項までの規定は第六項の規定により作成された立
体交差化計画等の変更について、それぞれ準用する。この
場合において、第一項中「提出することができる」とある
のは、「提出しなければならない」と読み替えるものとする。
12　（略）
13　国土交通大臣は、第一項（第十一項において準用する場
合を含む。）の規定により提出された立体交差化計画等又は
前項の規定により提出された保安設備整備計画（以下単に
「保安設備整備計画」という。）が著しく不適当であると認
めるときは、その変更を指示することができる。
14　第十項（第十一項において準用する場合を含む。）の規定
により都道府県が処理することとされている事務は、地方
自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一
号に規定する第一号法定受託事務とする。

２　前項の規定により協議する場合において、鉄道事業者と
国土交通大臣以外の道路管理者との協議が成立しないとき
は、当該鉄道事業者又は道路管理者は、国土交通大臣に裁
定を申請することができる。
３　（略）
４　第二項の規定により国土交通大臣が裁定をした場合にお
いては、第一項の規定の適用については、当該鉄道事業者
と道路管理者との協議が成立したものとみなす。
５　国土交通大臣は、前条第一項の規定による指定であつて
立体交差化、構造の改良又は歩行者等立体横断施設の整備
に係るもののうち、鉄道と国土交通大臣が道路管理者であ
る道路とが交差している場合における踏切道についての指
定をしたときは、あらかじめ当該指定に係る鉄道事業者の
意見を聴いて、立体交差化計画、構造改良計画又は歩行者
等立体横断施設整備計画を作成するものとする。ただし、
国土交通大臣が立体交差化計画、構造改良計画又は歩行者
等立体横断施設整備計画を作成する前に、鉄道事業者と国
土交通大臣との間に立体交差化計画、構造改良計画又は歩
行者等立体横断施設整備計画の作成について協議が成立し
たときは、この限りでない。

６　国土交通大臣は、前項の規定により立体交差化計画、構
造改良計画又は歩行者等立体横断施設整備計画を作成する
ときは、鉄道の整備及び安全の確保並びに鉄道の事業の発
達、改善及び調整に特に配慮しなければならない。
７　第一項の規定による国土交通大臣への立体交差化計画、
構造改良計画又は歩行者等立体横断施設整備計画の提出（鉄
道事業者及び都道府県又は道路法第七条第三項に規定する
指定市である道路管理者が行うものを除く。）は、政令で定
めるところにより、都道府県知事を経由して行わなければ
ならない。

８　（略）
９　国土交通大臣は、立体交差化計画、構造改良計画若しく
は歩行者等立体横断施設整備計画（第五項本文の規定によ
り国土交通大臣が作成したものを除く。）又は保安設備整備
計画が著しく不適当であると認めるときは、その変更を指
示することができる。
10　第七項の規定により都道府県が処理することとされてい
る事務は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第
二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。
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（改良の実施） 
第五条　第三条第一項の規定による指定（立体交差化等に係
るものに限る。）に係る鉄道事業者及び道路管理者は、同項
に規定する期間において、同項の規定により定められた改
良の方法により当該踏切道の改良を実施しなければならな
い。
２　前項の鉄道事業者及び道路管理者は、前条第一項（同条
第十一項において準用する場合を含む。）の規定により立体
交差化計画等を提出した場合又は同条第六項の規定により
立体交差化計画等が作成された場合（当該立体交差化計画
等について変更があつた場合を含む。）においては、前項の
規定にかかわらず、当該立体交差化計画等に従い、当該踏
切道の改良を実施しなければならない。
３　第三条第一項の規定による指定（保安設備の整備に係る
ものに限る。）に係る鉄道事業者は、保安設備整備計画に従
い、当該踏切道の改良を実施しなければならない。

（勧告等）
第六条　国土交通大臣は、前条第一項の鉄道事業者及び道路
管理者（国土交通大臣である道路管理者を除く。以下この
条において同じ。）が正当な理由がなく同項の規定による踏
切道の改良を実施していないと認めるときは、当該鉄道事
業者及び道路管理者に対して、期限を定めて、第三条第一
項の規定により定められた改良の方法により当該踏切道の
改良を実施すべきことを勧告することができる。
２　国土交通大臣は、前条第二項に規定する場合において、
同条第一項の鉄道事業者及び道路管理者が正当な理由がな
く当該立体交差化計画等に従つて当該踏切道の改良を実施
していないと認めるときは、当該鉄道事業者及び道路管理
者に対して、当該立体交差化計画等に従つて当該踏切道の
改良を実施すべきことを勧告することができる。
３　国土交通大臣は、前条第三項の鉄道事業者が正当な理由
がなく保安設備整備計画に従つて当該踏切道の改良を実施
していないと認めるときは、当該鉄道事業者に対して、当
該保安設備整備計画に従つて当該踏切道の改良を実施すべ
きことを勧告することができる。
４　前三項の規定による勧告を受けた鉄道事業者及び道路管
理者又は鉄道事業者が正当な理由がなくその勧告に係る踏
切道の改良を実施していないときの措置は、鉄道事業法（昭
和六十一年法律第九十二号）第二十三条第一項（第三号に
係る部分に限る。）（軌道法（大正十年法律第七十六号）第
二十六条において準用する場合を含む。）の規定又は道路法
第七十五条第一項から第三項までの規定の定めるところに
よる。

（費用の負担） 
第七条　第三条第一項の規定による指定であつて立体交差化
等に係るものがあつた場合における当該踏切道の立体交差
化等による改良の実施に要する費用は、鉄道事業者及び道
路管理者が協議して負担するものとする。
２　（略）

（資金の貸付け） 
第九条　国は、都道府県又は市町村が立体交差化工事施行者
（鉄道事業者及び道路管理者の同意を得て第四条第一項（同
条第十一項において準用する場合を含む。）の規定により提

（改良の実施）
第五条　鉄道事業者及び道路管理者又は鉄道事業者は、立体
交差化計画、構造改良計画若しくは歩行者等立体横断施設
整備計画又は保安設備整備計画（次条第一項において「立
体交差化計画等」という。）に従い、当該踏切道の改良を実
施しなければならない。

（勧告等）
第六条　国土交通大臣は、鉄道事業者及び国土交通大臣以外
の道路管理者又は鉄道事業者が正当な理由がなく立体交差
化計画等に従つて当該踏切道の改良を実施していないと認
めるときは、当該鉄道事業者及び道路管理者又は鉄道事業
者に対して、当該立体交差化計画等に従つて当該踏切道の
改良を実施すべきことを勧告することができる。

２　前項の規定による勧告を受けた鉄道事業者及び国土交通
大臣以外の道路管理者又は鉄道事業者が正当な理由がなく
その勧告に係る踏切道の改良を実施していないときの措置
は、鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第二十三
条第一項（第三号に係る部分に限る。）（軌道法（大正十年
法律第七十六号）第二十六条において準用する場合を含む。）
の規定又は道路法第七十五条第一項から第三項までの規定
の定めるところによる。

（費用の負担）
第七条　立体交差化計画、構造改良計画又は歩行者等立体横
断施設整備計画の実施に要する費用は、鉄道事業者及び道
路管理者が協議して負担するものとする。

２　 （略）

（資金の貸付け） 
第九条　国は、都道府県又は市町村が立体交差化工事施行者
（鉄道事業者及び道路管理者の同意を得て立体交差化計画に
係る踏切道の改良の工事（政令で定めるものに限る。）を行
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出された立体交差化計画又は同条第六項の規定により作成
された立体交差化計画（当該立体交差化計画の変更があつ
たときは、その変更後のもの）に係る踏切道の改良の工事
（政令で定めるものに限る。）を行おうとする者であつて国
土交通大臣が政令で定める要件に適合すると認めるものを
いう。）に対し当該工事に要する費用に充てる資金を無利子
で貸し付ける場合において、その貸付けの条件が次項の政
令で定める基準に適合しているときは、当該貸付けに必要
な資金の一部を無利子で当該都道府県又は市町村に貸し付
けることができる。
２　（略）

おうとする者であつて国土交通大臣が政令で定める要件に
適合すると認めるものをいう。）に対し当該工事に要する費
用に充てる資金を無利子で貸し付ける場合において、その
貸付けの条件が次項の政令で定める基準に適合していると
きは、当該貸付けに必要な資金の一部を無利子で当該都道
府県又は市町村に貸し付けることができる。

２　（略）

○　地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）（附則第三条関係） （傍線部分は改正部分）

改　　正　　案 現　　　　　行

別表第一　第一号法定受託事務（第二条関係）
備考　この表の下欄の用語の意義及び字句の意味は、上欄に
掲げる法律における用語の意義及び字句の意味によるもの
とする。

法律 事務

（略） （略）

踏切道改良促進法（昭
和三十六年法律第百九
十五号）

第四条第十項（同条第十一項にお
いて準用する場合を含む。）の規
定により都道府県が処理すること
とされている事務

（略） （略）

別表第一　第一号法定受託事務（第二条関係） 
備考　この表の下欄の用語の意義及び字句の意味は、上欄に
掲げる法律における用語の意義及び字句の意味によるもの
とする。

法律 事務

（略） （略）

踏切道改良促進法（昭
和三十六年法律第百九
十五号）

第四条第七項の規定により都道府
県が処理することとされている事
務

（略） （略）

○　鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）（附則第四条関係） （傍線部分は改正部分）

改　　正　　案 現　　　　　行

（国土交通大臣による輸送の安全に関わる情報の公表） 
第十九条の三国土交通大臣は、毎年度、前二条の規定による
届出に係る事項、第二十三条第一項の規定による命令に係
る事項、踏切道改良促進法（昭和三十六年法律第百九十五号）
第六条第一項から第三項までの規定による勧告に係る事項
その他の国土交通省令で定める輸送の安全に関わる情報を
整理し、これを公表するものとする。

（国土交通大臣による輸送の安全にかかわる情報の公表）
第十九条の三国土交通大臣は、毎年度、前二条の規定による
届出に係る事項、第二十三条第一項の規定による命令に係
る事項、踏切道改良促進法（昭和三十六年法律第百九十五号）
第六条第一項の規定による勧告に係る事項その他の国土交
通省令で定める輸送の安全にかかわる情報を整理し、これ
を公表するものとする。
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